
あどばる経営研究所
A.V.MANAGEMENT
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１．基本的計画及び方針の決定
経営者は、内部統制の基本方針に係る取締役会の決定を踏まえ、それを組織内の
全社的なレベル及び業務プロセスのレベルにおいて実施するための基本的計画及び
方針を決定。 ※経営者が定めるべき基本的計画及び方針としては、以下が挙げられる。

①内部統制の構築に当たる責任者及び全社的な管理体制
②構築すべき内部統制の範囲及び水準
③内部統制構築の手順及び日程
④内部統制構築に係る人員及びその編成、教育・訓練の方法 等

２．内部統制の整備状況の把握
内部統制の整備状況を把握し、その結果を記録・保存
①全社的な内部統制について、既存の内部統制に関する規程、慣行及びその遵守
状況等を踏まえ、全社的な内部統制の整備状況を把握し、記録・保存。
※暗黙裡に実施されている社内の決まり事等がある場合には、それを明文化。

②重要な業務プロセスについて、内部統制の整備状況を把握し、記録・保存。
・組織の重要な業務プロセスについて、取引の流れ、会計処理の過程を整理し、理解する。

・整理、理解した業務プロセスについて、虚偽記載の発生するリスクを識別し、それらリスクの財務
報告又は勘定科目等との関連性、業務の中に組み込まれた内部統制によって十分に低減できる
ものになっているかを検討。

３．把握された不備への対応及び是正
把握された不備は適切に是正。

Ｐ

Ｐ～Ｄ

ギャップ分析によ
り現状認識

試行・運用段階
のチェック

整備段階の評価

自己点検
ウォークスルー

１．内部統制構築・運用・評価プロジェクトフレームワーク（実施基準ステップより） ：整備～試行・運用段階 １／３
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２．内部統制構築・運用・評価プロジェクトフレームワーク（実施基準ステップより） ：本格的運用段階 ２／３

１．全社的な内部統制の評価

２．決算・財務報告に係る業務プロセスの評価

３．決算・財務報告プロセス以外の業務プロセスの評価

（１）重要な事業拠点の選定（売上高で概ね２／３程度に達するまで選定、連結子会社含む）

（２）評価対象とする業務プロセスの識別

①重要な事業拠点における、企業の事業目的に大きく係わる勘定科目（原則として売上、売掛金
及び棚卸資産）に至る業務プロセスは、全て評価対象

②重要な事業拠点及びそれ以外の事業拠点において、財務報告への影響を勘案して、重要性の
大きい業務プロセスについては、個別に評価対象に追加

③全社的な内部統制の評価結果をふまえて、業務プロセスに係る評価の範囲、方法等を調整

評価範囲について、必要に応じて、監査人と協議

（３）評価対象とした業務プロセスの評価

（４）内部統制の報告

①内部統制の不備
が発見された場合、
期末までに是正処置
②重要な欠陥が
期末日に存在する場
合は、開示が必要

運用段階の評価
質問
観察
ウォークスルー
検証
再実施
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３．内部統制構築・運用・評価プロジェクトフレームワーク（実施基準ステップより） ：改善・是正段階 ３／３

１．業務プロセスに係る内部統制の有効性の確認
＊サンプリングにより確認（９０％信頼のためには統制上の要点毎に２５サンプル）

２．業務プロセスに係る内部統制の不備を把握

３．不備の影響の検討

（１）不備の影響が及ぶ範囲の検討

＊業務プロセスから発見された不備がどの勘定科目等に、どの範囲で影響を及ぼしうるかを検討

（２）影響の発生可能性の検討

＊（１）で検討した影響が実際に発生する可能性を検討（リスクアセスメント）

（３）内部統制の不備の質的・金額的重要性の判断

＊（１）及び（２）を勘案して、質的重要性及び金銭的重要性（例えば、連結税引き前利益の概ね

５％程度）を判断

４．質的又は金額的重要性があると認められる場合、重要な欠陥と判断
＊期末日までに是正完了することが原則
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◇無限定適正意見

◇不適正意見

期末前２ヶ月で是正・改善完了

◇目標明確化浸透

◇体制・チーム確立

◇スケジューリング

◇資源配分等

◇行動規範

◇職務分掌設計

◇諸規定整備等

◇勘定科目の特定

◇対象会社の特定

◇業務ﾌﾟﾛｾｽの特定

◇業務ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ

◇ＲＣＭ

◇業務記述書

◇経営者の方針

◇取締役会の機能

◇コミュニケーション

◇質問・視察

◇職務分掌規定

◇決済規定

◇関連文書間整合

◇実証的テスト

◇整備上の欠陥確認

及びプロセス再設計

◇運用上の欠陥確認

及び再テスト等

経営者（自己）による財務報告に係る内部統制の構築・運用・評価プロセス

◇整備及び運用に関する事項

◇評価の範囲及び評価時点

◇評価手続き、評価結果

◇付記事項

企

業
の

取

り

組

み

コ

ン

サ

ル

テ

ィ

ン

グ

監

査

法

人

◇方針の浸透度

◇エラー割合・金額

◇重要性判定等

概ね６ヶ月でシステム整備・構築 概ね６ヶ月で運用・評価

内部統制
評価計画策定

内部統制
の整備

評価対象
範囲の選定

全般的統制
の評価

業務処理統制
の評価

評価結果の分析
と記録保存

是正・改善策
の実施

内部統制

評価報告書

財務報告プロセス統制の運用・評価内部統制の整備・構築 財務報告プロセス統制の是正・改善

内部統制の整備・構築支援コンサルティング 内部統制の評価・是正・改善支援コンサルティング

監査人（第三者）による財務報告に係る内部統制の評価のプロセス
内部統制

監査報告書

４．内部統制構築・運用・評価プロジェクト／コンサルティングのフレームワーク
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 主な従事者 
作業ステップ 

ＰＭＯ 業務部署 アドバイザー

1.プロジェクト組織の編制 ◎   

2.基本方針の決定 ◎  ◎ 

3.関係者の教育・研修 ◎ ◎ ◎ 

4.リスクと統制の文書化 ○ ◎ ○ 

5.整備上の有効性評価 ◎  ◎ 

6.テストの実施 ○ ◎ ○ 

7.運用上の有効性評価 ◎  ◎ 

8.総合評価 ◎  ◎ 

9.子会社の評価 ◎ ◎ ○ 

＊１ ◎は主管者 ○は支援者 
＊２ ＰＭＯ：Project Management Office 
＊３ コンサルタントはアドバイザーとして支援致します。 

５．内部統制構築・運用・評価プロジェクト／推進体制
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コンサルティング対象 クライアント側自主的活動 外部監査人

1 基本方針・基本計画の策定

a 基本方針策定

b プロジェクト体制の整備

c スキル評価・研修教育

d 監査人と調整合意を得る

ｅ 実施基準とのギャップ分析

2 全社的な内部統制の整備状況と運用状況の評価

a 監査人と調整、以下の手続きについて合意を得る

b 全社的な内部統制の整備状況と運用状況の評価

c 全社的な内部統制の改善

d 決算・財務報告に係る業務プロセスの整備状況と運用状況の評価

e 決算・財務報告に係る業務プロセスの改善

f 監査人と情報共有し合意を得る

3 業務プロセスの内部統制に係る評価

a 監査人と調整、以下の手続きについて合意を得る

b 重要な事業拠点の選定

c リスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセス

d 業務プロセスに係る内部統制の評価の範囲、方法等の調整（売上、売掛、棚卸プロセス）

e 業務プロセスに係る内部統制の有効性の評価（業務フロー、業務記述書、RCM)

f 業務プロセスに係る内部統制の改善指示書・改善

g 業務プロセスに係る内部統制の運用状況の有効性の評価（含む内部監査）

h 業務プロセスに係る内部統制の運用状況の改善指示書・改善

i 監査人と情報共有し合意を得る

4 経営者による内部統制の評価、財務報告に係る内部統制の報告書作成

a 監査人と調整、以下の手続きについて合意を得る

b 業務プロセスに係る内部統制の不備と重要な欠陥の把握

c 業務プロセスに係る内部統制の不備と重要な欠陥の改善指示書・改善

d 財務報告に係る内部統制の報告書

5 外部監査

a 財務報告に係る内部統制の監査

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 合計３６回

２００９年(本年１月以降の年度決算から適用される）　２００８年

コンサルティング回数

内部統制体制構築・運用・評価プロジェクトタイムスケジュール

作業項目
　２００７年

９月 １０月 １１月 １２月５月 ６月 ７月 ８月１月 ２月 ３月 ４月１１月 １２月７月 ８月 ９月 １０月３月 ４月 ５月 ６月１１月 １２月 １月 ２月８月 ９月 １０月４月 ５月 ６月 ７月

整備・文書化等 運用・評価

整備・文書化等 運用・評価

整備

整備

運用

運用

整備見直 運用見直

見直

本格整備・運用

本格整備・運用

本格評価・内部統制報告書作成

６．内部統制構築・運用・評価プロジェクト／タイムスケジュール ＊別添資料参照下さい
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内部統制報告書

業務プロセスに係る内部統制の不備の評
価と対応ワークシート

内部監査報告書

改善指示書・報告書

業務プロセス運用状況有効性評価ワーク
シート

決算・財務報告プロセスチェックリストＩＳＭＳリスクアセスメントマニュアル

内部統制文書化／ワークシート内部監査実践マニュアル

ＪＩＳ Ｑ ２７００２：２００６

リスクアセスメント対策資料

業務プロセス選定ワークシートＩＴ統制マニュアル

業務プロセスとリスクコントロール事業拠点選定リスト内部統制文書化マニュアル

コントロールとアサーション事例全般的内部統制評価チェックリスト内部統制システム運用マニュアル

ギャップ分析チェックリスト推進体制／役割と責任内部統制システム構築マニュアル

リスクコントロールの要点リスト内部統制ＰＪスケジュール管理表金融商品取引法実施基準解説マニュアル

選定・評価資料プロジェクト推進作業用ツールプロジェクト推進マニュアル

内部統制報告書

業務プロセスに係る内部統制の不備の評
価と対応ワークシート

内部監査報告書

改善指示書・報告書

業務プロセス運用状況有効性評価ワーク
シート

決算・財務報告プロセスチェックリストＩＳＭＳリスクアセスメントマニュアル

内部統制文書化／ワークシート内部監査実践マニュアル

ＪＩＳ Ｑ ２７００２：２００６

リスクアセスメント対策資料

業務プロセス選定ワークシートＩＴ統制マニュアル

業務プロセスとリスクコントロール事業拠点選定リスト内部統制文書化マニュアル

コントロールとアサーション事例全般的内部統制評価チェックリスト内部統制システム運用マニュアル

ギャップ分析チェックリスト推進体制／役割と責任内部統制システム構築マニュアル

リスクコントロールの要点リスト内部統制ＰＪスケジュール管理表金融商品取引法実施基準解説マニュアル

選定・評価資料プロジェクト推進作業用ツールプロジェクト推進マニュアル

注１：上記資料はいずれもテキストデータで提供致します。

注２：ツール及び選定・評価資料は「実施基準レベル」と「日本公認会計士協会」のいずれにも対応するように構成してあります。

７．ご提供できるツール等資料
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財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の作業ステップに必要なツール及びワークシー ト

１．基本的計画及び方針の決定
経営者は、内部統制の基本方針に係る取締役会の決定を踏まえ、財務報告に係る内部統制を組
織内の全社的なレベル及び業務プロセスのレベルにおいて実施するための基本的計画及び方針を
決定。
＊経営者が定めるべき基本的計画及び方針としては 、以下があげられる。
①構築すべき内部統制の方針 ・原則 、範囲及び水準
②内部統制の構築に当たる責任者及び全社的な管理体制
③内部統制構築の手順及び日程

２．内部統制の整備状況の把握
内部統制の整備状況を把握し、その結果を記録 ・保存
①全社的な内部統制について、既存の内部統制に関する規程、慣行及びその遵守状況等を踏ま
え、全社的
　な内部統制の整備状況を把握し、記録 ・保存。
＊暗黙裏に実施されている社内の決まり事等がある場合には、それを明文化。
②重要な業務プロセスについて、内部統制の整備状況を把握し、記録 ・保存。
　◇組織の重要な業務プロセスについて、取引の流れ、会計処理の過程を整理し、理解する。
　◇整理、理解した業務プロセスについて、虚偽記載の発生するリスクを識別し、それらリスクの財
務報告又

勘定科 等と 関連性 業務 中 組 込まれた内部統制 十分 低減 きるも

３．把握された不備への対応及び是正
把握された不備は適切に是正。

ス
テ
ッ
プ
１
　
財
務
報
告
に
係
る
内
部
統
制
構
築
の
プ
ロ
セ
ス

WT01
　　内部統制プロジェクト
　　スケジュール管理表

WT02
　　推進体制　役割と責任

ステ ップ ２の ツール
に準 じて事前準備
す る

８．プロジェクト推進作業用ツールは実施基準の作業ステップに沿って利用できます。
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全社的 な内部統制の評価
（原 則 、全 ての事業拠点 につい て全社的 な観点 で評価 ）

決 算 ・財 務 報告 に係 る業務 プ ロセ スの評価
（全 社的 な観点 での評価が適切 なもの に つい ては 、全社的 な内部統制に準 じて評 価 ）

決 算 ・財 務 報告 プ ロセ ス以外の業務 プロセ スの評価

１．重 要 な事業拠点の選定
売上高 など を用 い て金額の高 い拠点か ら合算 し、全 体の一定割合 （例 えば 、概 ね ３分 の ２程 度 ）に
達 す るま
での拠点 を重要 な事業拠点 として選 定 。
＊ 事業拠点 には 、本社 、子会社 、支 社 、支 店の他 、事 業部等 も含 まれ る 。

２．評 価対象 とす る業 務 プ ロセ スの識別
①重要 な事業拠点 におけ る 、企 業 の事業目的 に大 き く関 わ る勘定科目 （一 般 的 な事業会社の場
合 、原 則 と
　して 、売 上 、売 掛金 、棚 卸資産 ）に 至 る業務 プ ロセ スは 、原 則 として全 て評価対象 。
＊ 当該重要 な事業拠点が行 う事 業又は業務 との 関連性が低 く、財 務 報告に対 す る影響の重要性
が僅少 で
　あ る業 務 プ ロセ スに つい ては 、評価対象 としない ことが 出来 る 。
② 重要 な事業拠点及び それ以外の事業拠点 におい て 、財 務 報告への影響 を勘案 して 、重 要 性の
大 きい業
　務 プ ロセ スについては 、個 別 に評価対象 に追加 。
（例 ）
　◇ リス クが 大 きい取引 を行 ってい る事業又は業務 に係 る業務 プ ロセ ス
　◇ 見 積 も りや経営者 に よる予測 を伴 う重 要 な勘定科目 に係 る業務 プ ロセ ス
　◇ 非 定型 ・不 規 則 な取引 など虚偽記載が発生す る リス クが 高 い もの として 、特 に留意す べ き業務
プ ロセ ス

評価範囲につい て 、必 要 に応 じて 、監 査 人 と協 議

３．評 価対象 とした業 務 プ ロセ スの評価
①評価対象 となる業 務 プ ロセ スの概要 を把握 、整 理 。
② 業務 プ ロセ スにおけ る虚偽記載の発生す る リスク とこれ を低 減 す る統制 を識別 。
③ 関連文書の閲覧 、質問 、観察等 に よ り内部統制の整備状況の有効性 を評価 。
④ 関連文書の閲覧 、質問 、観察 、内 部統制の実施記録の検証 、自 己点検の状況の検討等 に よ り、
内 部統
　制 の運用状況の有効性 を評価 。

４．内 部統制の報告
①内部統制の不備が発見 され た場合 、期末 までに是正 。
② 重要 な欠陥が期末日 に存在す る場合 には 、開示 。

ス
テ
ッ
プ
２
　
財
務
報
告
に
係
る
内
部
統
制
の
評
価
・
報
告
の
流
れ

WT0 3
　 　全 社 的内部統制評価
　　チ ェ ック リス ト

WT0 4
　 　全 社 的内部統制
　　改 善 報告書 ・指 示 書

WT07
　 　決 算 ・財 務 報告 に係 る
　　　　業 務 プロセス評 価
　　　　チ ェ ック リス ト

W T05
　 　事 業 拠 点選定 リス ト

WT0 6
　 　業 務 プロセス選 定
　　ワ ー クシ ー ト

WT08
　 　内 部 統 制／文書化
　　ワー クシー ト

WT09
　 　業 務 プロセス運用 状況の
　　有 効性 評価ワー クシー ト

WT1 1
　 　業 務 プロセスに係 る不備
　　の 評価 と対応 ワー クシー

WT1 2
　 　内 部 統制報告書

ステップ１より
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業務プロセスに係る内部統制の有効性の確認
◇サンプリングにより確認
　　（９０％の信頼度を得るには、統制上の要点毎に少なくとも２５件のサンプルが必要）
＊反復継続的に発生する定型的な取引等については、サンプル数の低減等が可能

業務プロセスに係る内部統制の不備を把握

①不備の影響が及ぶ範囲の検討
業務プロセスから発見された不備がどの勘定科目等に、どの範囲で影響を及ぼしうるかを検討
◇ある事業拠点に置いて、ある商品の販売プロセスで問題が起きた場合、当該販売プロセスが当
該事業拠
　点に横断的な場合には、当該事業拠点全体の売上高に影響を及ぼす。
◇問題となった販売プロセスが特定の商品に固有のものである場合には、当該商品の売上高だけ
に影響を
　及ぼす。

②影響の発生可能性の検討
①で検討した影響が実際に発生する可能性を検討
◇発生確率をサンプリングの結果を用いて統計的に導き出す。
◇それが難しい場合には、リスクの程度を発生可能性を、例えば、高、中、低により把握し、それに
応じて、
　予め定めた比率を適用する。

響 生 能性が無視 きる程度 低 される場合 定 除外

③内部統制の不備の質的・金額的重要性の判断
①及び②を勘案して、質的重要性及び金額的重要性（例えば、連結税引き前利益の概ね５％程度）
を判断
不備が複数存在する場合には これらを合算（重複額は控除）する

質的又は金額的重要性があると認められる場合、重要な欠陥と判断
　　◎是正されずに期末日に残っている「不備」の内、例えば連結税引き前利益の５％を超えるよう
な不備を

「重要な欠陥 とする

ス
テ
ッ
プ
３
　
業
務
プ
ロ
セ
ス
に
係
る
内
部
統
制
の
不
備
の
検
討

WT09
　　業務プロセス運用状況の
　　有効性評価ワークシート

WT10
　　内部監査報告書

WT11－①
　　業務プロセスに係る不備
　　の対応一覧

WT11－②
　　業務プロセスに係る不備
　　の代替統制・補完統制の
　　評価

WT11－③
　　業務プロセスに係る不備
　　の影響金額の推定と重
要

ステップ２より
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　スケジュール表（大日程）
　２００７年 　２００８年　（本

1 基本方針・基本計画の策定

a 基本方針策定

b プロジェクト体制の整備

c スキル評価・研修教育

d 監査人と調整合意を得る

2 全社的な内部統制の整備状況と運用状況の評価

a 監査人と調整、以下の手続きについて合意を得る

b 全社的な内部統制の整備状況と運用状況の評価

c 全社的な内部統制の改善

d 決算・財務報告に係る業務プロセスの整備状況と運用状況の評価

e 決算・財務報告に係る業務プロセスの改善

f 監査人と情報共有し合意を得る

3 業務プロセスの内部統制に係る評価

a 監査人と調整、以下の手続きについて合意を得る

b 重要な事業拠点の選定

c リスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセス

d 業務プロセスに係る内部統制の評価の範囲、方法等の調整（売上、売掛、棚卸プロセス）

e 業務プロセスに係る内部統制の有効性の評価（業務フロー、業務記述書、RCM)

f 業務プロセスに係る内部統制の改善指示書・改善

g 業務プロセスに係る内部統制の運用状況の有効性の評価

h 業務プロセスに係る内部統制の運用状況の改善指示書・改善

i 監査人と情報共有し合意を得る

4 経営者による内部統制の評価、財務報告に係る内部統制の報告書作成

a 監査人と調整、以下の手続きについて合意を得る

b 業務プロセスに係る内部統制の不備と重要な欠陥の把握

c 業務プロセスに係る内部統制の不備と重要な欠陥の改善指示書・改善

d 財務報告に係る内部統制の報告書

5 外部監査

a 財務報告に係る内部統制の監査

１１月 １２月 １月 ２月８月 ９月 １０月４月 ５月 ６月 ７月

基本スケジュール（従業員５００人、事業所１０程度） 事業所規模により変化するスケジュール

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

外部監査人

本格運用期間

運
用

・
監

査

作業項目
四

ＳＯＸ（内部統制）対応プロジェクト実行計画

整備・構築・試行運用期間

是正処置及びプロセスの再設計・見直し

経営者による点検・レビュー

実際の評価期間における本格運用

第１

四半期

第２

四半期

第３

四半期

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる模擬監査

同上に係る評価～是正処置

SOX対応教育訓練（社内）

業務プロセス／ＲＣＭ整備段階ウォークスルー

評価対象範囲の選定（勘定科目／会社／プロセスなど）

新組織／責任・権限の見直し

業務運用／内部統制ﾏﾆｭｱﾙ作成

シ

ス
テ

ム
構

築
・

文
書

化

内部統制に係る教育計画作成

内部統制に係る内部監査計画作成

業務委託先管理に係るSOX対応確認

連結子会社のSOX対応計画確認

重要業務運用規定作成

業務プロセス／ＲＣＭ自己点検

準
備

調

査

分

析

・
計

画

業務ﾌﾟﾛｾｽのﾘｽｸ分析

ﾘｽｸｺﾝﾄﾛｰﾙﾏﾄﾘｸｽ表作成

新業務・点検ﾌﾟﾛｾｽの設計

ＩＴ統制／情報ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ設計

J-SOX実施基準とのギャップ分析

現状業務ﾌﾟﾛｾｽ調査

経営者による内部統制報告書作成～評価

外部監査人による内部統制監査

外部監査人による内部統制監査報告書

SOX対応教育訓練（関係会社）

内部統制運用～自己点検／ウォークスルー

内部統制に係る監査（内部監査／監査役）

法令その他の規範の確認手順の確立

業務ﾌﾟﾛｾｽの見える化／ﾌﾛｰﾁｬｰﾄ作成

内部統制に係る基本知識研修

SOX対応プロジェクトの設置

SOX対応全体計画作成

SOX対応方針設定／文書化

全役職員へのSOX対応方針の啓発・教育／実施基準学習

9 10 11 125 6 7 81 2 3 4

９．プロジェクト推進作業用ツール事例：①内部統制ＰＪスケジュール管理表
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5 4 3 2 1
１．統制環境 

1 経営者は、信頼性のある財務報告を重視し、財務報告に係る内部統制の役割を含め、財務報告の基
本方針を明確に示しているか

2 適切な経営理念や倫理規程に基づき、社内の制度が設計・運用され、原則を逸脱した行動が発見され
た場合には、適切に是正が行われるようになっているか

3 経営者は、適切な会計処理の原則を選択し、会計上の見積り等を決定する際の客観的な実施過程を保
持しているか

4 取締役会及び監査役又は監査委員会は、財務報告とその内部統制に関し経営者を適切に監督・監視
する責任を理解し、実行しているか

5 監査役又は監査委員会は内部監査人及び監査人と適切な連携を図っているか

6 経営者は、問題があっても指摘しにくい等の組織構造や慣行があると認められる事実が存在する場合
に、適切な改善を図っているか

7 経営者は、企業内の個々の職能（生産、販売、情報、会計等）及び活動単位に対して、適切な役割分担
を定めているか

8 経営者は、信頼性のある財務報告の作成を支えるのに必要な能力を識別し、所要の能力を有する人材
を確保・配置しているか

9 信頼性のある財務報告の作成に必要とされる能力の内容は、定期的に見直され、常に適切なものと

10 責任の割当てと権限の委任がすべての従業員に対して明確になされているか

11 従業員等に対する権限と責任の委任は、無制限ではなく、適切な範囲に限定されているか

12 経営者は、従業員等に職務の遂行に必要となる手段や訓練等を提供し、従業員等の能力を引き出すこ
とを支援しているか

13 従業員等の勤務評価は、公平で適切なものとなっているか 平均

小計

２．リスクの評価と対応 

1 信頼性のある財務報告の作成のため、適切な階層の経営者、管理者を関与させる有効なリスク評価の
仕組みが存在しているか

2 リスクを識別する作業において、企業の内外の諸要因及び当該要因が信頼性のある財務報告の作成
に及ぼす影響が適切に考慮されているか

3 経営者は、組織の変更やＩＴの開発など、信頼性のある財務報告の作成に重要な影響を及ぼす可能性
のある変化が発生する都度、リスクを再評価する仕組みを設定し、
適切な対応を図っているか

4 経営者は、不正に関するリスクを検討する際に、単に不正に関する表面的な事実だけでなく、不正を犯
させるに至る動機、原因、背景等を踏まえ、適切にリスクを評価し、対応しているか

平均

小計

３．統制活動 

1 信頼性のある財務報告の作成に対するリスクに対処して、これを十分に軽減する統制活動を確保する
ための方針と手続を定めているか

2 経営者は、信頼性のある財務報告の作成に関し、職務の分掌を明確化し、権限や職責を担当者に適切
に分担させているか

3 統制活動に係る責任と説明義務を、リスクが存在する業務単位又は業務プロセスの管理者に適切に帰
属させているか

4 全社的な職務規定や、個々の業務手順を適切に作成しているか

　全社的な内部統制の評価チェックリスト　（実施基準版）

評価
全社的な内部統制の評価チェックリスト設問

５　十分出来ている
４　出来ている
３　意識はあるが仕組みになっ
い
２　出来ていない
１ 出来ていない 意識もない

１０．プロジェクト推進作業用ツール事例：②全般的内部統制評価チェックリスト（実施基準版）
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5 4 3 2 1

 １．経営理念並びに経営者の資質、個性及び姿勢
経営理念並びに経営者の資質、個性及び姿勢は、内部統制の整備及び運用に重要な影響を与える。例えば、経営者が真実の財務
数値と異なる数値を求めたり、内部統制に対する関心、適正な会計処理及び開示義務に対する理解が低い場合には、従業員も同様

1 過去に商法又は証券取引法違反、あるいはその疑いはあったか

法的に訴えられてはいないが、経営姿勢を疑われるような活動をしているか

また、経済的な正当性又は合理性に疑問のある取引はあるか
3 経営者は、利益又は売上目標の達成を過度に重視する傾向はあるか
4 経営者は、財務数値の内容を会計方針を含めて十分に理解しているか
5 経営者は、内部統制における重大な欠陥を適時に是正しているか

経営者は、事業運営に対する情報技術（ＩＴ）の維持改善の重要性を認識しているか

ＩＴやこれを利用した手続や方針の機能度合を把握し、改善するよう注意を払っているか

事業形態や法令等の変化に応じた手続や方針の定期的な見直しや社内教育の必要性を認識しているか
7 経営者は、規程に基づく承認手続や決裁手続を重視しているか
8 経営者は、不正、違法行為の未然防止手続（指導を含む）を重視しているか
9 経営者は、管理部門のコストを過度に削減しようとしているか
10 株価を維持する必要性に迫られているか

経営者の報酬が経営成績に連動して大きく変動することになっているか

販売高又は利益に応じた報酬プログラムのウェイトが高いか
12 経営者は、節税目的から申告所得を最小限に抑えるために、不適切な手段をとる傾向はあるか
13 経営者が、非常に積極的な又は非現実的な業績予想を公表しているか
14 官公庁の設定した基準等を達成するために経営成績を歪める傾向はあるか
15 受注や借入条件確保のため、経営成績を歪めようとする傾向はあるか 平均

小計

  ２．経営者による財務諸表作成・公表プロセスヘの関与
経営者による財務諸表作成・公表プロセスヘの関与は、財務報告の信頼性に係る内部統制の中核を構成する。経営者が財務諸表
（案）を査閲する頻度や時期、決算案への関与のあり方は、財務報告の信頼性の確保に関して重要な影響を及ぼす。

取締役会・経営者は決算財務諸表（案）を査閲するか

また、どの時期に査閲するか

取締役会・経営者は月次財務諸表を査閲するか

また、どの程度の頻度で査閲するか

取締役会・経営者からの決算案等への決算政策の反映は行われるか

また、いつどのように行われるか

4 経営者は、監査に対して理解があり、監査人に対し協力的か

5 経営者は、会計方針、会計処理方法や内部統制に関する事項等を監査人と協議する姿勢はあるか

6 経営者は、監査人から提案された修正を拒否しがちな傾向はあるか 平均

小計

  ３．虚偽の表示の可能性の把握
取締役会・経営者が財務諸表における虚偽の表示の可能性を評価することは、これに対応して虚偽の表示の可能性の高い取引・残
高等に焦点を絞った統制活動・監視活動を実施することにつながり、財務報告の信頼性を有効に確保する可能性を高めることとな
る。また、このような取締役会・経営者の姿勢は、管理者・担当者の実施する統制活動にも影響を及ぼし、焦点を絞った有効な統制活

取締役会・経営者は業績分析の査閲は実施しているか

誰がどのように実施しているか

例えば、取締役会で月次財務諸表等による業績分析報告と質疑応答が行われているか

取締役会・経営者は予算実績差異の分析は実施しているか

どのようにして月次・決算財務諸表の大局的な正確性についての心証を得ているのか

資産現物と帳簿との一致確認の報告受領と査閲は実施しているか

誰がどのように実施しているか

取締役会・経営者は、各取引サイクルの会計処理過程の虚偽の表示が生ずる可能性を評価しているか

評価している場合、機能しない可能性が高い内部統制を特定しているか
取締役会・経営者は、現行の内部統制がすべて機能した場合であっても勘定科目について虚偽の表示が生ずる可能性がどの程度残
存しているか、評価しているか

いずれの勘定科目にその残存する虚偽の表示の可能性が高いと考えているか 平均

　事業運営全般に関連する全般的内部統制の識別と理解に関するチェックリスト　（日本公認会計士協会　監査実務指針ハンドブック）

1

2

3

5

事業運営全般に関連する全般的内部統制の識別と理解に関する設問
評価

4

2

6

2

3

11

1

５　十分出来ている
４　出来ている
３　意識はあるが仕組みになっていな
い
２　出来ていない
１ 出来ていない 意識もない

１１．プロジェクト推進作業用ツール事例：③全般的内部統制評価チェックリスト（日本公認会計士協会版）
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１２．プロジェクト推進作業用ツール事例：④ＲＣＭ事例



あどばる経営研究所
A.V.MANAGEMENT

【実施基準】

　・総勘定元帳から財務諸表等を作成する手続

　・連結修正、報告書の結合及び組替など連結財務諸表等作成のための仕訳とその内容を記録する手続

　・財務諸表等に関連する開示事項を記載するための手続

ただし、財務報告に対する影響の重要性が僅少である事業拠点に係るものについて、その重要性を勘案して、評価対象としないことを妨げるものではない。

このプロセスのチェックポイントとしては次のような項目が考えられる。

業務区分 全社的な観点で評価すべき決算・財務報告プロセスチェックリスト設問 評　価 注記・備考

①　個別財務諸表の作成

　　　・精算表の作成は適切か

　　　・（ノン・ルーチンや見積りプロセスに属する）取引の決算修正仕訳に必要な情報の入手は適切か

　　　・決算修正仕訳に必要な計算の実施、および仕訳の起票は適切か

　　　・決算修正仕訳の精算表への転記は適切か

　　　・貸借対照表、損益計算書の作成は適切か

②　連結パッケージの作成

　　　・連結相殺仕訳、キャッシュフロー計算書、注記、附属明細表の作成に必要な情報の識別は適切か

　　　・上記情報の収集、もしくは作成は適切か

　　　・上記情報を連結会社に伝達するための報告書（連結パッケージ）の作成は適切か

③　連結財務諸表の作成

　　　・個別貸借対照表、損益計算書の人手は適切か

　　　・連結合算表の作成は適切か

　　　・連結相殺仕訳に必要な情報（上記②）の入手は適切か

　　　・連結相殺仕訳に必要な計算の実施、および仕訳の起票は適切か

　　　・相殺仕訳の連結精算表への転記は適切か

　　　・連結貸借対照表、連結損益計算書の作成は適切か

　　　・連結キャッシュフロー計算書の作成に必要な情報（上記②）の入手は適切か

　　　・連結財務諸表の作成は適切か

④　注記と附属明細表

　　　・注記や附属明細表の作成に必要な情報は、適切に入手できているか

　　　・連結会社が開発した連結パッケージで集められているか

　　　・連結パッケージ以外の手段により入手している情報がある場合は、その人手経路が明らかであるか

　　注記と附属明細表の作成に必要な情報の入手に関しては、とくに以下の点を網羅しなければならない。

　　　・誰が注記と附属明細表の計算、編集に責任をもっているか

　　　・注記と附属明細表のもとになる情報は何か

　　その情報が正確で、網羅性があることをどのようにして保証しているか

　　　・注記と附属明細表が会計原則や開示関係規則の要件を満たしていることをどのようにして保証しているか

　　　・注記と附属明細表に係る職務（とくに作成と承認）の分離は十分か

主として経理部門が担当する決算・財務報告に係る業務プロセスのうち、全社的な観点で評価することが適切と考えられるものについては、全社的な内部統制に
準じて、すべての事業拠点について全社的な観点で評価することに留意する。

（注）　全社的な観点で評価することが適切と考えられる決算・財務報告プロセスには、例えば、以下のような手続が含まれる。

　　　　（主な入手経路としては、該当部署から直接入手する、連結精算表から入手する、過年度の連結財務諸表から入手する、などが

　全社的な観点で評価すべき決算・財務報告プロセスチェックリスト　（実施基準レベル）

１３．プロジェクト推進作業用ツール事例：⑤決算・財務報告プロセスチェックリスト



あどばる経営研究所
A.V.MANAGEMENT

完
全
性

正
確
性

有
効
性

ア
ク
セ
ス
制
限

実
在
性

網
羅
性
・
完
全
性

権
利
義
務
の
帰
属

表
示
の
妥
当
性

防
止
的

発
見
的

自
動
的

手
作
業

実
際

目
標

差
異

5

○ ○ ○ ○ ○ ○

随時・適時 職務分掌規定
アクセス権保有者
一覧表

1 4 3

販売部門員には全
てアクセス権が付与
されている

13

○ ○ ○ ○ ○

随時・適時 職務分掌規定
アクセス権保有者
一覧表

2 4 2

販売部門員には全
てアクセス権が付与
されている

統制
番号

統　　制　（コントロール） 統制目標 アサーション

期
間
配
分
適
切
性

評
価
の
妥
当
性

統制のタイプ 統制の
実施
サイクル

証憑 整備状況評価 コメント

営業管理部長　　　関　薫

得意先マスター、販売単価マスター、与信管理システムに登録で
きる従業員は、申請者と実際の登録者は分離され、特定の、部
門、個人のみが実施できるようにシステム的に制限されている。

○

受注管理システムに受注登録できる従業員は、必要な、特定の
部門、個人のみにシステム的に制限されている。

○

プロセスオーナー

　業務プロセスに係る内部統制の不備と重要な欠陥の把握　　　①業務プロセスに係る内部統制の不備（不備の評価）一覧

売上・売上債権ビジネスサイクル

取引申請・受注プロセス

ＸＸＸＸＸ事業本部

ビジネスサイクル

業務プロセス

事業ユニット

業務プロセスに係る内部統制の
運用状況の有効性の評価手続き

評価結果

5 (1)最新のアクセス権保有者一覧表を入手する。
(2)職務分掌規定と登録されている部署人員を照合し、
実際に業務を行つている部署人員と合致していることを
確認する。

①アプリケーションに組み込まれたアクセス制御ロジックの
不具合で情報システム部員は全員が特権ユーザーとしてロ
グインできる仕組みになっている。
②また規程に違反して、アクセス権を付与すべきでない営
業アシスタントにアクセス権を与えているケースが２部門で
見られた。

①プログラムの不具合修正は
２ヶ月後になる予定。【情報シ
ステム部】
②アシスタントのアクセス権は
直ちに削除依頼する。【各部門
長】

①情報システム部
長
　　原田　徹

②各部門長
②XX年XX月XX
日

②職務分掌規定と登
録されている部署人
員を照合し、実際に
業務を行つている部
署人員と合致してい
ることを確認する。

②XX年XX月XX日監査室
CIA　小林　一作

②は所定の手続きにより
確認した結果良好に改善
されていた。
①は期末までに是正でき
なく、不備として残る。

13 (1)最新のアクセス権保有者一覧表を入手する。
(2)職務分掌規定と登録されている部署人員を照合し、
実際に業務を行つている部署人員と合致していることを
確認する。

①アプリケーションに組み込まれたアクセス制御ロジックの
不具合で情報システム部員は全員が特権ユーザーとしてロ
グインできる仕組みになっている。
②また規程に違反して、アクセス権を付与すべきでない営
業アシスタントにアクセス権を与えているケースが２部門で
見られた。

①プログラムの不具合修正は
２ヶ月後になる予定。【情報シ
ステム部】
②アシスタントのアクセス権は
直ちに削除依頼する。【各部門
長】

①情報システム部
長
　　原田　徹

②各部門長
②XX年XX月XX
日

②職務分掌規定と登
録されている部署人
員を照合し、実際に
業務を行つている部
署人員と合致してい
ることを確認する。

②XX年XX月XX日監査室
CIA　小林　一作

②は所定の手続きにより
確認した結果良好に改善
されていた。
①は期末までに是正でき
なく、不備として残る。

統制
番号

業務プロセスに係る内部統制の運用状況の有効性の評価 是正・改善方針 内部監査
（所属・役職・氏名）

内部監査人意見改善責任者
（所属・役職・氏名）

改善期日
（ＹＹ／ＭＭ／Ｄ

Ｄ）

改善結果報告 フォロー監査
（ＹＹ／ＭＭ／Ｄ

Ｄ）

１４．プロジェクト推進作業用ツール事例：⑥内部統制の不備と重要な欠陥の把握ワークシート
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業務プロセス

販売 購買 生産 人事 財務 経理

単体決算

連結決算

財務報告

全てのプロセスは財務報告

につながる

全てのプロセスの参加
者（＝組織の全員）が
内部統制の担い手

販売 購買 人事

売上高 仕入高 人件費

営業部
門が責
任を持つ

購買部
門が責
任を持つ

人事部
門が責
任を持つ

財務報告
最終責任

＝経営者

責任分担と牽制機能
内部統制による評価・検証
ＰＤＣＡ：マネジメントシステム

１５．内部統制と業務プロセスの重要性
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連結ベース財務報告

重要な勘定科目及び注記

重要なグループ会社
及び事業

財務報告に関連する
重要業務プロセス

統制環境
重要業務プロセスを支援する
アプリケーションシステム

倫理的価値観
経営者の取り組み
経営者の哲学
経営者の行動様式
責任と権限の割り当て
方針管理
組織風土

ＥＲＭ
ＩＴ統制システム
会計システム
基準、規定、マニュアル
リスクアセスメントとＲＣＭ
マネジメントシステム
内部監査

１．販売・収入サイクル

２．生産・資産管理サイクル

３．購買・支出サイクル

４．給与・支払サイクル

５．財務サイクル

６．財務報告サイクル

リスクコントロール

リスクコントロール

リスクコントロール

リスクコントロール

リスクコントロール

リスクコントロール

日本公認会計士協会／主要取引サイクル

１６．業務プロセスと財務報告サイクル


